
新型コロナウィルス感染症拡大の影響に係る調査結果 
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〇 1 年前と比較した現在の経営状況について、「良い」とした事業所は１４％であったの

に対し、ほぼ半数の４６％の事業所が「悪い」とした。 

〇 新型コロナウィルスによる事業所の経営への影響について、「売上高の減少」が５７％

あり、「取引先・顧客からの受注減少」が４５％、「営業活動等の縮小」が２８％となって

いる。なお、「特に影響はない」とした事業所は２０％あった。 

〇 「売上高の減少」とした事業所を従業員数の規模別でみた場合、「１～９人」が６７％

と最も多く、小規模な事業所ほど多くなっている。 

〇 「売上高の減少」とした事業所を業種別でみた場合、「印刷・同関連」の事業所が 

１００％であり、「運輸業」が８２％、「食料品」が７２％と多い。 

一方、「機械器具」や「建設業」においては４割程度と、業種により影響の度合いが異な

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎「売上高の減少」と回答した事業所 

（従業員の規模別） 

１ 経営への影響  

◎「売上高の減少」と回答した事業所（業種別） 

◎経営への影響 ◎現在の経営状況（1 年前との比較） 
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〇 新型コロナウィルスの影響による従業員等の雇用環境の変化について、「労働日数を減

らした従業員がいる」とした事業所は１６％、「子の学校等休校のため休んだ又は遅刻・

早退をした従業員がいる」とした事業所は１５％であった。 

また、「賃金（賞与）を削減した」が１０％、「休職・教育訓練をしてもらった従業員が

いる」が６％であった。 

  一方、５３％の事業所は、「特に変化はない」としている。 

〇 「労働日数を減らした従業員がいる」とした事業所は、従業員規模別では 

「１０人～２９人」が２２％と最も多く、業種別では、「印刷・同関連」が４３％と最も多

く、次いで「食料品」が３３％、「運輸業」が２９％と多くなっている。 

 

 

 

２ 従業員等の雇用環境の変化  

◎従業員等の雇用環境の変化（従業員の規模別） ◎従業員等の雇用環境の変化 
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◎従業員等の雇用環境の変化（業種別） 
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◎実施した従業員の労働環境の整備 

 

◎「テレワークの導入」／「時短勤務の導入」と回答した事業所（従業員の規模別） 

◎「テレワークの導入」／「時短勤務の導入」と回答した事業所（業種別） 

 

〇 新型コロナウィルスの影響への対策として労働環境を整備した事業所は、「テレワーク

の導入」が９％、「時短勤務の導入」が８％、「就業規則の見直し」が６％あった。  

  一方、「特に整備していない」とした事業所は６９％あり、小規模な事業所ほど多い。 

〇 従業員規模別でみると、「テレワークの導入」とした事業所は、「１００～３００人」が

３２％と多く、「時短勤務の導入」については、事業所の規模による差は少ない。 

〇 業種別でみると、「テレワークの導入」とした事業所が、「窯業・土石」が２１％、「印

刷・同関連」が１４％、「繊維工業」が１３％と多く、「時短勤務の導入」とした事業所は、

「印刷・同関連」が２９％、「木材・木製品」が１８％と多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施した従業員の労働環境の整備  
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◎事業継続のために今後実施していきたい方策 

〇 新型コロナウィルスの影響への対策として、事業継続のために今後実施していきたい方

策について、「各種補助金の申請・活用」とした事業所が３９％と最も多く、次いで「労

働生産性の向上」が２８％、「労働力の確保」が２０％、「新規取引先の活用」が１８％と

なっている。 

〇 「各種補助金の申請・活用」とした事業所を従業員規模別でみると、「１～９人」「２０

～２９人」「３０～９９人」はいずれも４０％だったのに対し、「１００～３００人」が２

９％と最も少なく、逆に「労働生産性の向上」については、「１００～３００人」が６１％、

「３０～９９人」が４０％と規模が大きいところほど多い。 

〇 業種別でみると、「各種補助金の活用・申請」とした事業所は、「印刷・同関連」が５７％、 

 「食料品」が４７％、「卸・小売業」が４４％と多く、「労働生産性の向上」は、「繊維工

業」が６３％、「機械器具」が４７％、「窯業・土石」「運輸業」が３５％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事業継続のために今後実施していきたい方策  

◎「各種補助金の申請・活用」/「労働生産性の

向上」と回答した事業所（従業員の規模別） 

（） 

◎「各種補助金の申請・活用」/「労働生産性の向上」/と回答した事業所（業種別） 
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